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人口シミュレーションを行うに当たって 

 

  １ 人口動態を分析 

  ２ 人口ビジョン策定後の戦略効果を検証 

  ３ 将来人口推計の結果を分析 

  ４ 人口の変化が市の将来に与える影響を分析 

  ５ 人口シミュレーション（戦略人口の見直し） 
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○人口ビジョンにおいて設定する将来人口は、総合戦略による戦略的な人口政策の取組を 

前提とするものであり、そうした意味において戦略人口として捉えることができます。 

○こうした戦略人口の意義は、その前提とした戦略的な人口政策の取組を想定しない場合 

の将来人口（＝趨勢人口）と対比することにより、了解されるものです。 

○また、戦略人口の推計シミュレーションは、趨勢人口をベースに検討することになります。 
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※今後の戦略的取組（総合戦略）を想定した

場合に見込まれる将来人口（ビジョン） 
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※今後の戦略的取組（総合戦略）を想定
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戦略効果 
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Ⅰ はじめに 
 

１ 人口ビジョンについて 

 

（１）策定の趣旨 

我が国では、2008 年の１億 2,808 万人をピークに人口減少の局面に入っており、今後も

年少人口の減少と老年人口の増加を伴いながら、2050 年に 9，700 万人程度、2100 年に

は 5，000 万人未満まで減少すると推計されています。また、地域間経済格差等が、若い世代

の地方から東京圏への流出、ひいては東京圏一極集中を招いています。 

こうした背景に対応するため、2014年12月27日に日本の人口の現状と将来の姿を示し、

今後目指すべき将来の方向を提示した「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（長期ビジョン）」及

びこれを実現するため、今後５か年の目標や施策、基本的な方向を提示した「まち・ひと・しごと

創生総合戦略（総合戦略）」が閣議決定されました。 

その後、国は長期ビジョンの実現に向けて、総合戦略に基づく戦略的な取組を進めてきたと

ころですが、国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）が2017年(平成29年)

に公表した新たな人口推計結果を踏まえ、2019年(令和元年)12月20日に長期ビジョン（令

和元年改訂版）を閣議決定し、我が国全体の将来の人口展望を示したところです。 

本市においても、2016年（平成28年）３月に、国や県の長期ビジョンと総合戦略を勘案し、

今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を示す「阿南市人口ビジョン」を策定しています

が、社人研の人口推計結果や社会情勢の変化、本市の人口動向やこれを取り巻く課題を踏ま

え、「阿南市人口ビジョン（2020年策定版）」（以下「人口ビジョン」という。）を策定することとし

ます。 

 

（２）人口ビジョンの位置付け 

人口ビジョンは、2015 年(平成 27 年)10 月以降の人口の現状や人口の推計等を分析す

ることで、市の人口動向の特性と課題を把握し、目標とする将来人口と、将来人口に基づく将

来の展望を改めて検討・提示するものです。 

 

（３）対象期間 

人口ビジョンの対象期間は、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」（以下「長期ビジョン」

という。）の期間と同様（2060 年まで）としますが、より長期的な視点で本市の将来の展望を

検討するために、将来人口推計においては必要に応じて、より長期的な期間の推計を行いま

す。 
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（４）国の長期ビジョンの改定について 

国の長期ビジョンにおいては、改定前と同様に2040年に合計特殊出生率が人口置換水準

と同程度の値である 2.07 まで回復することを前提に、人口の長期的展望として、2060 年に

１億人程度を確保することを示しています。 

また、地域経済社会の展望として、「活力ある地域社会」の実現と「東京圏への一極集中」の

是正を目指すことを示しています。 

 

（５）徳島県の人口ビジョンについて 

「とくしま人口ビジョン（2020年策定版）」の概要は次のとおりです。 

 

～「持続可能な人口構造」の構築を目指して～ 〈将来展望〉 

 

■ 目指すべき「本県の総人口」  

 

 

 

■ 目指すべき「人口構造」  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「自然動態」の改善に向けた目標 

２０２５年（令和７年）に、結婚や出産に関する希望がかなう場合の「出生率（希望出

生率）１．８」を目指す！ 

 

「社会動態」の改善に向けた目標 

２０３０年（令和１２年）までに、「転入・転出者数の均衡（社会増減ゼロ）」を目指す！ 

  

「総人口の目標」 

★２０６０年に、「55 万人～60 万人超」の人口水準を確保！ 

「目指すべき方向性」 

★人口ピラミッドのプロポーションを意識した「持続可能な人口構造」を構築！ 

「生産年齢人口」 

「生産年齢人口（15歳～64歳）」の構成比率「50％以上」を確保！ 

 

「１５歳～４４歳」人口 

若者を中心に「15歳～44歳」人口の構成比率「30％以上」を確保！ 

 

「１５歳～４９歳」女性人口 

合計特殊出生率の算定基礎となる「15歳～49歳」女性人口の現状水準 

「17％台」を確保！ 

■３つの目標設定 

 



3 

２ 国の人口推移 

 

我が国の人口は、2008年をピークに減少に転じ、2065年には 8,808万人程度にまで減

少すると推計されています。これは高度経済成長期の 1955 年の人口と概ね同程度ですが、

年齢構成を比較すると、年少人口（０～14 歳）と生産年齢人口（15～64 歳）の割合が低く、老

年人口（65 歳以上）の割合が高くなっており、年少人口と老年人口の割合がほぼ逆転してい

ます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国
の
人
口
動
向 

人口の減少 
2018年の総人口「１億 2,644万３千人」 

※ピーク人口（2008年）から 150万人程度減少 
 
全国的な低出生率の継続 
2018年の合計特殊出生率※「1.42」、年間出生数 91万８千人 

※2014年の合計特殊出生率「1.42」から改善がみられない 
 

晩婚化の進行 
1955年の平均初婚年齢「夫 26.6歳、妻 23.8歳」 

→2017年の平均初婚年齢「夫 31.1歳、妻 29.4歳」 
 
人口の東京一極集中の継続 
2018年の東京圏の転入超過「13万６千人」、若年層（15～29歳）「12万６千人」 

※23年連続の東京圏転入超過 
 
高齢化の進行 
2018年の 65歳以上人口「3,557万８千人」 

※高齢化率 28.1％（過去最高） 

国の長期人口推移 

 

総務省：人口推計（平成 30年 10 月１日）結果の概要、人口動態統計、人口移動報告 

※「合計特殊出生率」は、15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、１人の女性が一生の間に生む子

どもの数に相当する 
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推計：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（2017年推計・出生中位（死亡中位））」）
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Ⅱ 人口分析 
 

１ 人口動向 
 

（１）年齢３区分別人口と従属人口指数の推移 （昭和 60 年～平成 27 年） 

 

○老年人口が昭和 60 年（1985 年）の 13.1％から平成 27 年（２０１５年）には 30.6％と

30年間で 17.5ポイント増加している一方で、年少人口は 21.2％から 12.9％と 8.3ポ

イント減少しています。 

○生産年齢人口 100人が、年少人口と老年人口を何人支えているかを示す比率である「従

属人口指数」は、昭和 60年（1985年）の 52.3から平成 27年（２０１５年）には 76.9ま

で増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（人）

昭和60年
(1985)

平成2年
(1990)

平成7年
(1995)

平成12年
(2000)

平成17年
(2005)

平成22年
(2010)

平成27年
(2015)

0～4歳 4,968 4,107 3,667 3,586 3,365 3,101 2,764

5～9歳 5,791 5,045 4,273 3,924 3,717 3,425 3,181

10～14歳 6,669 5,777 5,053 4,318 3,866 3,718 3,420

計 17,428 14,929 12,993 11,828 10,948 10,244 9,365

15～19歳 5,786 6,266 5,502 4,840 4,125 3,836 3,752

20～24歳 3,951 3,659 4,247 3,801 3,456 2,873 2,693

25～29歳 4,795 4,150 4,036 4,970 4,517 3,728 3,118

30～34歳 5,874 4,703 4,257 4,239 5,100 4,392 3,733

35～39歳 6,985 5,823 4,797 4,436 4,258 4,998 4,372

40～44歳 5,516 6,943 5,845 4,831 4,347 4,223 4,997

45～49歳 5,471 5,380 6,883 5,763 4,716 4,320 4,191

50～64歳 15,641 16,216 15,855 17,072 17,498 16,819 14,234

計 54,019 53,140 51,422 49,952 48,017 45,189 41,090

65～74歳 6,511 7,351 8,904 9,763 9,621 9,475 10,880

75歳以上 4,289 5,238 6,137 7,428 9,412 10,808 11,370

計 10,800 12,589 15,041 17,191 19,033 20,283 22,250

0 44 23 0 4 347 314

82,247 80,702 79,479 78,971 78,002 76,063 73,019

年少人口 0～14歳 21.2% 18.5% 16.4% 15.0% 14.0% 13.5% 12.9%

生産年齢人口 15～64歳 65.7% 65.9% 64.7% 63.3% 61.6% 59.7% 56.5%

老年人口 65歳以上 13.1% 15.6% 18.9% 21.8% 24.4% 26.8% 30.6%

（国勢調査）

人
　
　
　
口

構
成
比

総人口

年齢不詳

年少人口

生産年齢人口

老年人口

（％） 

21.2 18.5 16.4 15.0 14.0 13.5 12.9

65.7 65.9
64.7

63.3 61.6
59.7

56.5

13.1 15.6 18.9 21.8 24.4 26.8
30.6

52.3 51.8 

54.5 

58.1 

62.4 
67.6 

76.9 

30

40

50

60

70

80

0%

20%

40%

60%

80%

100%

昭和60年

(1985)

平成2年

(1990)

平成7年

(1995)

平成12年

(2000)

平成17年

(2005)

平成22年

(2010)

平成27年

(2015)

従
属
人
口
指
数

年
齢
３
区
分
別
人
口
比
率

年齢３区分別人口構造と従属人口指数の推移

年少人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上） 従属人口指数 （国勢調査）

年齢３区分別人口構造と従属人口指数の推移 



5 

（２）自然動態 

 

○平成 27年（2015年）から平成 31年/令和元年（2019年）までの５年間の出生・死亡者

数は、概ね自然減で推移しています。 

○平成 31年/令和元年（2019年）は過去５年間で出生数は最も少ない 445人で、死亡者

数は 992人で、477人の自然減となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）社会動態 

 

○平成 27年（2015年）から平成 31年/令和元年（2019年）までの５年間の転入・転出者

数は、一貫して社会減で推移しています。 

○平成 31 年・令和元年（2019 年）は、転入者数は 1,624 人、転出者数は 1,983 人で、

359人の社会減となっています。 
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２ 出生・死亡・婚姻の状況 

 

（１）出生の状況 

 

○本市の合計特殊出生率は、「2003～2007年」以降、上昇し続けています。 

〇国や徳島県の合計特殊出生率も上昇していますが、阿南市はいずれの値よりも上回って

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇母親の年齢別出生数の推移をみると、「３０～３４歳」における出生数が多い傾向にありま

す。 
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（２）結婚の状況 

 

○我が国では出産の多くが嫡出子
ち ゃ く し ゅ つ し

であることから、とりわけ「15～４９歳」の女性の有配偶率

が高いことが出生数に影響すると考えられます。 

〇阿南市の「15～４９歳」の女性の有配偶率をみると、全国、徳島県よりやや高くなっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）死亡の状況 

 

○平成 27 年（2015 年）から平成 31 年/令和元年（2019 年）までの５年間の年齢別死亡

者数をみると、「０～６４歳」は減少し、一方、７５歳以上の後期高齢者の割合が増加してお

り高齢化が進行しています。 
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(2019)

年齢別死亡者数の推移

0～64歳 65～74歳 75～84歳 85歳～ （人口動態調査）

（人）
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38.3
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66.9

54.8

37.6

21.1
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阿南市 徳島県 国 （平成27年国勢調査）
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３ 転入・転出・移動の状況 

 

（１）転入・転出の状況 

 

〇平成 31 年/令和元年（2019 年）の本市の転入・転出の状況をみると、男性・女性ともに、

「20～39歳」の若年層の転出超過が顕著となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（平成 31・令和元年 住民基本台帳人口移動報告※外国人含む） 

社
会
増
減
数 

転
入
者
← 

 

→
転
出
者 

91 107

311

188
115 65 49

-101 -87

-430

-224

-109 -63 -49

-10

20

-119

-36

6 2 0

-140

-120

-100

-80

-60

-40

-20

0

20

40

-500

-400

-300

-200

-100

0
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200

300

400

0～9歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

社
会
増
減
数

年齢10歳階級別 転入・転出の状況（男性）

転入者数 転出者数 社会増減数

（人）

（平成31・令和元年 住民基本台帳人口移動報告※外国人含む）

（人） 年齢 10歳階級別 転入・転出の状況（男性） 

社
会
増
減
数 

101 63

218

141 87 30
58

-102 -95

-334

-182
-103 -42

-62

-1

-32

-116

-41

-16 -12
-4

-140

-120

-100

-80

-60

-40

-20

0

20

40
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-400

-300

-200

-100

0

100

200

300

400

0～9歳 10～19歳 20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

（平成31年・令和元年 住民基本台帳人口移動報告※外国人含む）

年齢10歳階級別 転入・転出の状況（女性）

転入者数 転出者数 社会増減数

（人） （人）

転
入
者
← 

 

→
転
出
者 

（平成 31・令和元年 住民基本台帳人口移動報告※外国人含む） 

年齢 10歳階級別 転入・転出の状況（女性） 
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（２）移動先について 

 

○平成 31 年/令和元年(2019 年)の本市への転入状況を転入前の居住地別にみると、県

内では徳島市が最も多く、全体の 19.3％を占めています。次いで小松島市 10.8％、鳴

門市 3.7％の順に多くなっています。 

○転入者の 45.5％が県外からで、最も多いのが香川県（6.5％）となっています。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

○平成 31 年/令和元年の本市からの転出状況を転出後の居住地別にみると、県内では徳

島市が最も多く、全体の 27.8％を占めています。次いで、小松島市 10.1％、藍住町

2.2％の順に多くなっています。 

○転出者の 54.0％が県内にとどまり、46.0％が県外に転出しています。県外への転出で

は、大阪府が 6.7％で最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

  

（平成 31・令和元年住民基本台帳人口移動報告※外国人含む） 

 

（平成 31 年・令和元年住民基本台帳人口移動報告※外国人含む） 

 

徳島市

19.3%

小松島市
10.8%

鳴門市
3.7%

海陽町
2.2%

藍住町
2.1%

その他

17.0%

香川県
6.5%

兵庫県
4.2%

大阪府
5.7%

東京都
3.6%

愛媛県
3.1%

その他

21.9%

計 1,624人

県内

55.0％

県外

45.0％

平成31年/令和元年の

転入者

徳島市
27.8%

小松島市
10.1%

鳴門市
1.7%

藍住町
2.2%那賀町

2.1%

その他
10.1%

大阪府
6.7%

東京都
5.0%

香川県
4.5%

兵庫県
4.3%

神奈川県
2.4%

その他
23.1%

計 1,983人

平成31年/令和元年の

転出者

県外

46.0％
県内

54.0%
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４ 産業の状況 

 

〇平成 27 年（2015 年）の産業大分類別 15 歳以上就業者人口についてみると、最も就業

者人口の多い産業は「製造業」（7,208 人）で、次いで「医療，福祉」（4,815 人）、「卸売

業，小売業」（4,246人）となっています。 

〇平成 22 年（2010 年）と比較して、就業者人口が最も増えたのは、「医療，福祉」で 469

人の増、最も減ったのは、「卸売業，小売業」で 191 人の減となっています。（分類不能の

産業を除く） 
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2,725
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187
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668

1,213
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4,931
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146
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819

252

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000
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卸売業，小売業

金融業，保険業
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医療，福祉

複合サービス事業

サービス業（他に分類されないもの）

公務（他に分類されるものを除く）

分類不能の産業

（国勢調査）

産業大分類別就業者人口の推移

平成22年

平成27年

（人）



11 

 

 

〇平成 27年（2015年）の男女別 15歳以上就業者人口をみると、男性で最も多いのは

「製造業」で、次いで「建設業」「卸売業，小売業」「農業」の順となっています。 

〇女性で最も多いのは、「医療，福祉」で、次いで「卸売業，小売業」「製造業」の順となって

います。 
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〇市内常住の就業者の就業先について、就業者の多い上位３つの産業についてみてみると、

「製造業」は8割以上、「医療，福祉」「卸売業，小売業」は 7割程度が市内で従業していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇平成 27年（2015年）の市内従業の就業者数について産業大分類別にみると、市内に常

住する就業者数と同じく、「製造業」が最も多く 9,728 人で、そのうち市外常住の就業者

は 3,766人（38.7％）となっています。次いで、「医療，福祉」が 4,256人で、そのうち市

外常住の就業者は 973人（22.9％）となっています。 
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５ 阿南市人口ビジョン（２０１6 年策定版）で想定した将来人口の検証 

 

（１）４年間（２０１５年～２０１９年）の実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ❶ ２０１９年までの４年間では、趨勢人口より 204 人の増加（戦略効果）を見込んでい

ました。 

      ❷ ２０１７年頃から人口減少が想定以上に進み、２０１９年では、趨勢人口より 708 人、

戦略人口より 912 人少なくなっています。  

  

※人口は、各年９月 30日現在。ただし、阿南市人口ビジョンでは、2015年住民基本台帳人口を、同年 6月に想定した 
人口 75,447人として推計している。 

※中間年人口とは、基準年（201５年６月）から次回の国勢調査年（令和２年）までの間における各年の人口を、住基人口 

ベースで推計した人口をいう。 

(単位：人）

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

75,656 72,969

想定される中間年人口 75,119 74,582 74,045 73,508

変化率 -0.71% -0.71% -0.72% -0.73% -0.73%

75,656 73,224

想定される中間年人口 75,170 74,684 74,198 73,712

変化率 -0.64% -0.65% -0.65% -0.66% -0.66%

75,762 75,109 74,408 73,678 72,800

変化率 -0.86% -0.93% -0.98% -1.19%

住民基本台帳人口【Ｃ】

人口ビジョン（趨勢人口）【Ａ】

人口ビジョン（戦略人口）【Ｂ】

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

0 51 102 153 204 255

106 -10 -174 -367 -708
実際の戦略効果
【Ｃ】－【Ａ】

期待された戦略効果
【Ｂ】－【Ａ】

❶ 

❷ 

2015 年～2020 年における戦略人口、趨勢人口、実績値の推移 （住基人口ベース） 

71,000

72,000

73,000

74,000

75,000

76,000

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

戦略人口 趨勢人口 実績値（住基人口）

（人） 

 

 

↔
 

❷ 

↔
 ❶ 
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（２）2015 年から 2020 年までの人口動態と趨勢人口との比較 

 

○５年間の自然動態についてみてみると、出生数が減少し、死亡数が増えたことから2,387

人の自然減となりました。 

○５年間の社会動態についてみてみると、転入数は増えたものの転出数はそれを上回り、

1,438人の社会減となりました。 

○自然動態と社会動態をあわせた人口動態については、５年間で 3,825 人の減少となりま

した。 

○趨勢人口で見込んでいた社会減は 389人であり、実際の社会減は 1,000人余り上回り

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）移住者の実績 

 

平成２７年から令和元年までの５年間で１，０５４人（県内１位）の移住者を受け入れるなど、社

会減を抑制する一定の戦略効果は得られました。 

 

 

 

 

 

 

  

年 
自然動態 社会動態 

人口動態 
出生数 死亡数 増減 転入数 転出数 増減 

2015 529 △919 △390 1,738 △2,001 △263 △653 

2016 491 △953 △462 1,702 △1,941 △239 △701 

2017 494 △1,006 △512 1,670 △1,888 △218 △730 

2018 452 △943 △491 1,747 △2,134 △387 △878 

2019 424 △956 △532 1,630 △1,961 △331 △863 

計 2,390 △4,777 △2,387 7,827 △9,925 △1,438 △3,825 

趨勢人口 2,668 △4,966 △2,298 － － △389 △2,687 

差引 △278 189 △89 － － △1,049 △1,138 

2015 年 10 月点の数値の差（106 人）を除いた趨勢人口との差  △1,032 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H27 H28 H29 H30 R1

県外からの移住者数 （H27-R1） 

 
１，０５４人 

（人） 

■H27  ■H28  ■Ｈ２９  ■Ｈ３０  ■Ｒ１ 

（人口動態調査・住民基本台帳人口移動報告） 

■ 2015年～2020年の人口動態の推移と 2020年における趨勢人口との比較 

（住民基本台帳人口／毎年 10月～翌年９月） 

 （人）   
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（４）自然動態・社会動態の推移 

 

前記（２）において趨勢人口より人口減少が進んだ要因を分析しましたが、近年の人口減少

の進行は、自然減が主な要因となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（昭和 50 年～平成 22 年：徳島県人口移動調査年報 

平成 27 年・令和元年：人口動態調査・住民基本台帳人口移動報告） 

 

  

自然動態・社会動態の推移（毎年 1 月～12 月） 

近年の人口減少の主因は自然減 
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社会減は今に始まったことでない 

H12 から自然減に 

自然増が社会減をカバー 

自然動態      社会動態 

（人） 
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Ⅲ 将来人口の推計 （趨勢人口） 
 

１ 推計の概要 

 

（１）社人研と徳島県の推計に準拠 

社人研が 2018 年度（平成３０年度）に公表した推計「日本の地域別将来人口」（2015 年を

基準年とした上で、５年ごとに２０４５年までの推計）に準拠した上で、徳島県の 2015 年（平成

27年）から２０１９年（平成31年・令和元年）までの４年間の人口動態から2020年（令和２年）

人口を推計し、社人研推計との乖離（５００人）を補正するなど、できる限り実情に即した推計を

行いました。 

趨勢人口の推計には、趨勢人口は、国及び徳島県の最新の人口推計データをベースとして、

平均寿命の延伸やこれまでの地方創生の実績も考慮しています。 

 

（２）出生パラメータ （合計特殊出生率） 

  

 

 

（３）死亡パラメータ 

生存率を用い、社人研による仮定値を採用しています。 

 

（４）移動パラメータ 

社人研による準移動率の仮定値をベースに、直近の国勢調査人口により補正しています。 

 

（５）現行の人口ビジョンとの条件の違い 

基準とする人口を「住民基本台帳人口」から「国勢調査人口」に変更しました。 

 

（６）趨勢人口の推計において見込まれている数値等 

①人口変化ストック量 

○今後の趨勢人口として、平成 27年の 73,019人から 2060年には 37,900人程度

へと減少することが見込まれますが、その減少の多くは死亡によるものです。 

○下図に示すとおり、2015年から 2060年までの 45年間で計 41,000人程度の死

亡が見込まれています。 

○仮に、人口流出（社会減）を抑制できたとしても、人口減少は止まらないことを意味しま

す。 

 

 

 

 

  

出生数 

死亡数 

移動数 

2,368 4,481 6,465 
8,300 9,952 11,417 12,726 13,927 15,031 

-4,858 -9,750 -14,624 -19,491 -24,397 -28,966 -33,202 -37,201 -41,061 
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-6,664 -7,543 

-8,363 
-9,128 

-60,000

-50,000

-40,000

-30,000

-20,000

-10,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

人口変化ストック量の推計 （人） 

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

1.68 1.69 1.67 1.68 1.69 1.69 1.69 1.70 1.72 1.72
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20→’25 30→’35 40→'45 20→’25 30→’35 40→'45

0～４歳 → ５～９歳 0.99933 0.99945 0.99955 0～４歳 → ５～９歳 0.99931 0.99943 0.99950

５～９歳 → 10～14歳 0.99958 0.99965 0.99971 ５～９歳 → 10～14歳 0.99968 0.99973 0.99970

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

80～8４歳 → 8５～8９歳 0.66647 0.69290 0.71642 80～8４歳 → 8５～8９歳 0.79958 0.82108 0.83770

8９歳以上 → 90歳以上 0.38829 0.41080 0.43027 8９歳以上 → 90歳以上 0.49740 0.51942 0.53740

男　性 女　性

②平均寿命の延伸 

○平均寿命の延伸に伴う生存率の増加も見込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③地方創生の実績 

○雇用創出や移住者の受入など、これまでの地方創生の取組による人口政策の実績を移

動率などに反映して推計されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ２０６０年人口の乖離について 

前回の推計（２０１５年度）と今回の推計を比較すると、2060 年人口において今回推計が

前回より 6,440 人少なくなっています。これは、社人研による将来の純移動率仮定値が見

直され、2060 年の生涯定住率ベースで男性が約 0.92 から 0.85 へ、女性が 0.88 から

0.65 へ、それぞれ転出超過がより拡大することが想定されたことによるものと考えられます。 

 

  

趨勢人口で設定された将来の生存率 

A 

A 

76,063 
73,019 

69,157 
65,166 

61,124 
57,015 

52,841 
48,798 

44,993 
41,375 

37,856 

76,063 
73,525 70,716 

67,598 
64,324 

60,947 
57,492 

54,068 
50,744 

47,496 
44,296 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

国調人口 推計人口

趨勢人口

趨勢人口

参考：前回の趨勢人口

(人）
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9,366
6,558

3,676

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

２ 年齢３区分別人口の変化指数の推計 （2015 年の人口を 100 とした場合） 

 

（１）年少人口 

○少子化が少子化を招く負のスパイラルに陥ることが懸念されます。 

2015年 100  →  2030年 70  →  2060年 39 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

（２）生産年齢人口 

○生産年齢人口の減少は、地域経済における生産性に大きな影響を与えることが懸念され

ます。 

2015年 100  →  2030年 80  →  2060年 45 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）老年人口 

○今後、老年人口は減少に転じる見込みですが、高齢化率が上昇するという特異な局面を

迎えます。 

2015年 100  →  2030年 97  →  2060年 70 

 

 

 

 

 

  

22,369 21,614
15,637

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

実績値 推計値 

（人） 

△2,807 人 △5,689 人 

△30 △61 

実績値 推計値 

（人） 

△20 △55 

実績値 推計値 

（人） △3 △30 

△8,138 人 △22,547 人 

△636 人 △6,613 人 

（出典）実績値は国勢調査、推計値は社人研推計値 

（出典）実績値は国勢調査、推計値は社人研推計値 

（出典）実績値は国勢調査、推計値は社人研推計値 
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100％以上
80％以上100％未満
60％以上80％未満
40％以上60％未満
20％以上40％未満
20％未満

３ 年齢３区分別人口の変化率の推計 （市全体） 

 

○年少人口（0～14 歳）と生産年齢人口（15～64 歳）は、今後、加速度的に減少し、高齢化

が一層進むことが予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 地区別人口の推計 
 

（１）2015 年の人口を「100」とした場合における 2060 年の地区人口の変化指数 

 

○２０15 年の人口を「１００」とした場合の地区別人口の将来動向をみると、２０６０年には加

茂谷、新野、福井、椿（伊島）の地区人口は、２０15 年比で２割程度まで減少すると予測さ

れています。また、４０年後の各地区の人口割合の分布では、全体の半数近い人口が那賀

川町、羽ノ浦町に偏在することが見込まれています。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

2015年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年

年少人口 生産年齢人口 老年人口

（％） 

増加から減少へ 

加速度的に減少 

＜第１段階＞ 
 

老年人口増加 

年少・生産年齢人口減少 ＜第２段階＞ 
 

老年人口微減 

年少・生産年齢人口減少 
＜第３段階＞ 

 
老年人口減少 

年少・生産年齢人口減少 

椿（伊島） 17.2％ 

23.3％ 

新野 24.6％ 

桑野 45.2％ 

長生 

37.9％ 加茂谷 19.4％ 

大野 

38.6％ 

羽ノ浦 

82.4％ 
那賀川 

64.6％ 

中野島 

42.5％ 

富岡 

44.9％ 

宝田 

74.9％ 見能林 

47.8％ 
橘 21.5％ 

福井 

【2060 年】 

（推計） 
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５ 人口推計 

 

（１）総人口（年齢３区分別）と高齢化率 

本市の総人口のピークは、国・県より速く訪れています。また、高齢者人口のピークは、国よ

り速く、高齢化率は、国・県と同様に上昇していく見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

阿南市 の人口推移と人口推計 
（人） （％） 

実績値 推計値 

※2015年は、年齢不詳人口 314人を按分して含む。 

総人口のピーク 

高齢者人口のピーク 

徳島県 の人口推移と人口推計 
（人） （％） 

実績値 推計値 

国全体 の人口推移と人口推計 
（万人） （％） 

実績値 推計値 

■０～14 歳以下  ■15～64 歳  ■65 歳以上        高齢化率 

出典 とくしま人口ビジョン（2020 年策定版） ■０～14 歳以下  ■15～64 歳  ■65 歳以上        高齢化率 

■０～14 歳以下  ■15～64 歳  ■65 歳以上        高齢化率 
出典 実績値は国勢調査、推計値は社人研推計値 
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６ 人口ピラミッドの変化 

 

○2015年から 2060年までの人口ピラミッドをみると、2015年から 2025年にかけて人

口減退を示す「つぼ型」となり、さらに 2030 年から 2060 年にかけて、人口そのものが

減少することが予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2060 年 

2025 年 

2040 年 

2030 年 
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2020 年 

1,154 

1,400 

1,572 

1,564 

1,265 

1,229 

1,439 

1,848 
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2,030 

1,556 

1,275 
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女 性

女性 35,481人

総人口 69,157人
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総人口 73,019人
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７ 将来世帯数の推計 

 

世帯主率法により将来世帯数を推計した結果、２０１５年に 27,129 世帯であった一般世帯

数は、2030年に 24,527世帯に、2060年には 16,438世帯（2015年比約 40％減）にま

で減少することが想定されます。 

世帯類型別にみると、「核家族世帯」は今後も概ね同水準で推移し、その内「夫婦のみ世帯」

が微増する分、「夫婦と子からなる世帯」の割合が減少する見通しです。 

また、「単独世帯」は、2015 年の 25.9％から 2030 年には 29.6％に、さらに 2060 年に

は 30.5％にまで増加する見通しです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

26,851 27,129 26,469 25,570 24,527 23,322 22,008 20,612 19,253 17,882 16,438

単独世帯 6,137 7,025 7,220 7,290 7,272 7,096 6,804 6,338 5,892 5,468 5,009

核家族世帯 15,459 15,761 15,555 15,025 14,328 13,582 12,806 12,021 11,240 10,429 9,587

5,550 5,763 5,804 5,698 5,440 5,149 4,869 4,648 4,427 4,164 3,870

7,447 7,449 7,188 6,821 6,478 6,119 5,757 5,370 4,962 4,559 4,158

2,462 2,549 2,563 2,506 2,410 2,314 2,180 2,003 1,851 1,706 1,559

5,250 4,318 3,694 3,255 2,927 2,644 2,398 2,253 2,121 1,985 1,842

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

22.9% 25.9% 27.3% 28.5% 29.6% 30.4% 30.9% 30.7% 30.6% 30.6% 30.5%

57.6% 58.1% 58.8% 58.8% 58.4% 58.2% 58.2% 58.3% 58.4% 58.3% 58.3%

20.7% 21.2% 21.9% 22.3% 22.2% 22.1% 22.1% 22.5% 23.0% 23.3% 23.5%

27.7% 27.5% 27.2% 26.7% 26.4% 26.2% 26.2% 26.1% 25.8% 25.5% 25.3%

9.2% 9.4% 9.7% 9.8% 9.8% 9.9% 9.9% 9.7% 9.6% 9.5% 9.5%

19.6% 15.9% 14.0% 12.7% 11.9% 11.3% 10.9% 10.9% 11.0% 11.1% 11.2%

単独世帯

核家族世帯

その他の
一般世帯

（単位：世帯）

国勢調査 推　計
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一般世帯数 

5,250 4,318 3,694 3,255 2,927 2,644 2,398 2,253 2,121 1,985 1,842 
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Ⅳ 人口の変化が市の将来に与える影響の分析・考察 
 

１ 人口減少・少子高齢化の同時進行 

〇社人研の人口推計を基に、本市の将来人口を推計した結果、１０年後の２０３０年には約６

万１千人、２０６０年には約３万８千人と、４０年間で総人口の半数近くまで減少することが

見込まれました。 

〇年齢構成比の変化をみると、年少人口（0-１４歳）は２０１５年の１２.8％から２０６０年には

9.7％に低下する一方、老年人口（６５歳以上）は 30.6％から４１.3％に高まると推計され

ており、今後更に少子高齢化が進むことが予想されます。 

〇本市は、団塊ジュニア世代の人口規模がさほど大きくないため、高齢者人口のピークは国

や県に比べてピークが早く訪れます。それに応じて、人口減少と少子高齢化も早く進行し、

その速度は、今後更に加速することが予想されています。 

 

２ 地区で異なる人口減少と少子高齢化の進行状況 

〇２０15 年の人口を「１００」とした場合の地区別人口の将来動向をみると、２０年後の２０４０

年頃に人口減少率や少子高齢化の進行状況の差が顕在化し、２０６０年には加茂谷、新野、

福井、椿（伊島）の地区人口は、２０15 年比で２割程度まで減少すると予測されています。

また、４０年後の各地区の人口割合の分布では、全体の半数近い人口が那賀川町、羽ノ

浦町に偏在することが見込まれています。 

 

３ 加速度的に減少する労働人口 

〇本市の生産年齢人口（15-64 歳）は、2015 年の約４万１千人から２０３０年には約３万３

千人、２０６０年には２万人を切ると見込まれており、生産年齢人口は、今後加速度的に進

むと見込まれています。 

〇生産年齢人口の減少は、地域経済における生産性に大きな影響を与えます。日常生活を

送るために必要な各種サービスは、一定の人口規模の上に成り立っており、生産年齢人

口の低下はサービス産業の撤退やそれに伴う雇用機会の減少、社会保障費の増加に伴

う現役世代の負担増大などにつながり、さらなる人口減少を招くといった負のスパイラル

に陥りかねません。 

〇本格的な少子高齢化を背景に労働力不足が深刻な社会問題となる中で、労働力の確保

と労働生産性の向上は急務の課題となっています。 

 

４ 人口減少の主要因は自然減 

〇人口増減の要因となる自然動態・社会動態の推移をみてみると、１９９０年（平成２年）まで

は、社会減（転入者より転出者が多い状態）と自然増（死亡数より出生数が多い状態）が

続いていましたが、２０００年（平成１２年）以降は、自然減（出生数より死亡数が多い状

態）・社会減の状態が続いています。 

〇注視すべきは、近年の人口減少の要因は、転出超過による社会減の伸びによるものでは

なく、自然減の増加によるものであるということです。 



24 

〇今後、更に少子高齢化が進行することが予測される中で、人口減少の要因となる自然減

の割合は更に拡大するものと考えられます。 

○少子化の要因の一つとして、出産に結びつく婚姻の減少が挙げられることから、本市では、

平成２４年度から独身男女の結婚活動を支援しており、平成３０年度までの７年間で２２組

の縁結びに成功しています。 

○また、県内の自治体に先駆けて「こどもの医療費」を中学生まで無料化（現在は１８歳にな

った最初の３月３１日）し、特定不妊治療費の助成を行うなど、安心して子どもを産み、育

てやすい環境づくりに力を入れています。 

○さらには、移住・定住を促進するため、市役所に移住コーディネーターを配置し、令和元年

までの５年間で、県外から 1，054人（県内第１位）の移住者を受け入れています。 

〇こうした取組が功を奏し、自然減や社会減を抑制できたとしても、人口減少は止まらない

ことを踏まえると、戦略的な人口政策と併せて、人口減少社会に適したコンパクトで効率

的な社会に創り替えていくための政策も重要であると考えます。 

 

５ 増加する単独世帯 

〇本市の世帯数は、２０１５年をピークに減少に転じていますが、単独世帯は２０２５年まで増

加する傾向がみられます。中でも、高齢者の単身世帯は２０４０年まで増え続ける見込み

で、こうした世帯構成の変化は、家族間、地域内における人間関係の希薄化につながり、

市民生活と市政運営の様々な場面に影響を及ぼすことが想定されます。 

〇人口減少や少子高齢化の進行状況が地区によって異なることを踏まえると、人口減少や

少子高齢化が進む地区では、高齢者の単独世帯が増えることで農業経営の維持・継続が

難しくなるだけにとどまらず、年中行事やお祭りなどの地域活動の低下が懸念されます。 

〇一方、住宅開発が進む地区では、核家族世帯や若年世帯の割合が増加し、子育て、教育

環境、雇用の充実が求められます。 

 

【まとめ】 

〇自然動態は、出生数の緩やかな減少、高齢者の増加による死亡者数の増加により、減少

傾向は避けられないものと考えられます。 

〇社会動態は、地方創生の取組が全国展開されており、今後も自治体間の競争は激化する

と考えられ、社会的側面から人口を増加させることは重要な課題であると同時に、克服す

ることは非常に困難であると強く認識しておく必要があります。 

〇このまま人口減少が続くと、税収入の減少、労働力や消費活動の減少、更なる産業の後

継者不足、地域コミュニティの希薄化などにつながることが懸念されます。 

〇本格的な少子高齢化を背景に労働力不足が深刻な社会問題となる中で、労働力の確保

と労働生産性の向上は急務の課題となっています。 

〇行政サービスの安定的な提供や公共施設等の維持・管理、社会保障制度の発展などに問

題が顕在化し、市民生活と市政運営に極めて大きな影響を及ぼすことが想定されます。 
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Ⅴ 人口シミュレーション （戦略人口） 
 

１ 阿南市人口ビジョン（２０１６年策定版）における人口シミュレーション 
 

（１）出生に関する仮定 

社人研による将来人口推計では、子ども女性比率を用いて推計していますが、市では、合

計特殊出生率を用いて推計しています。仮定値については、次のとおりです。 

 

 

 

（２）死亡に関する仮定 

社人研による将来人口推計に準拠しています。 

 

（３）移動に関する仮定 

純定住率が２０５０年までに１．５まで上昇し、その後は２０６０年まで１．５を維持するものと仮

定しました。 

 

 

 

 

 

（４）人口ビジョン（目標人口） 

２０１６年に策定した人口ビジョンでは、２０６０年において６３，０００人超を目指すこととしま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

▼ 戦略効果（見込み） 

77,927
75,656

72,969
69,945

66,747
63,421

59,951
56,493

53,130
49,820

46,546

77,927
75,656

73,224
71,086 69,527 68,051 66,599 65,365 64,558 63,957 63,439

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

趨勢人口

戦略人口

（人）

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

1.57 1.56 1.68 1.80 2.07 2.07 2.07 2.07 2.07 2.07 2.07合計特殊出生率

2005～
2010年

2010～
2015年

2015～
2020年

2020～
2025年

2025～
2030年

2030～
2035年

2035～
2040年

2040～
2045年

2045～
2050年

2050～
2055年

2055～
2060年

- -619 -389 36 389 713 1,076 1,365 1,609 1,616 1,594

移動数（人）

純定住率が2050年までに1.5まで上昇し、その後は2060年まで1.5を維持するものと仮定。

設定

純定住率

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

255 1,141 2,780 4,630 6,648 8,872 11,428 14,137 16,893

（単位：人）

戦略効果（戦略人口－趨勢人口）
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２ 国の人口ビジョン（令和元年改訂版）の概要 

 

○社人研による「日本の将来推計人口（平成２９年推計）」（出生中位・死亡中位）によると、  

２０６０年の総人口は約 9,300万人まで減少する見込みとなっています。 

○合計特殊出生率が２０３０年に１．８程度、２０４０年に２．０７程度となった場合、２０６０年は

約１億人の人口を確保することができる見込みとなっています。 

○仮に合計特殊出生率の向上が５年遅くなると、将来の定常人口が約３００万人少なくなる

と推計されます。 

 

以上のことを踏まえ、国の長期ビジョン（令和元年改訂版）では、約１億人の人口を確保する

ことを目標に掲げています。 
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4,000
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8,000
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14,000

 

 
2018 年 

12,644 万人 

 
２０６０年 

9,284 万人 

 
２０６０年 

10,189 万人 

 
２１１０年 

10,189 万人 

 
２１１０年 

5,343 万人 

（年） 

（万人） 推計 実績 

2008 年 12,808 万人（概ねピーク） 

我が国の人口の推移と長期的な見通し 

１９６０年～２０１８年 実績 ２０１９年～２１１０年 「日本の将来推計人口」（出生中位・死亡中位） 

合計特殊出生率が上昇した場合 （２０３０年１．８程度、２０４０年２．０７程度） 
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区分 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2017年 2025年 2040年

出生率 1.61 1.52 1.45 1.26 1.42 1.53 1.51 1.80 2.07

区分 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2017年 パターン 2030年 2035年 2040年

C 0 1,000超

E 0 1,500超 3,000超
△1,319877 △2,258 △1,585 △2,234 △1,971社会増減

パターン 区分 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

 出生率

 社会増減

 出生率 1.53 1.80 2.07

 社会増減 △2,234人/年 均衡

 出生率 1.53 1.80 2.07

 社会増減 △2,234人/年 均衡

 出生率 1.53 1.80 2.07

 社会増減 △2,234人/年 均衡 1,000人超/年 1,500人超/年

 出生率 1.53 1.80 2.07

 社会増減 △2,234人/年 均衡 1,500人超/年 3,000人超/年

D

E

A

1,000人超/年

社人研推計準拠

B

C

３ 徳島県の人口ビジョン （２０２０年策定版）の概要 

 

○パターン A(社人研推計準拠)によると、2060 年の総人口は約 43 万人まで減少すると

推計されます。 

○2015年策定の徳島県の人口ビジョンでは、総人口の目標を「60万人～65万人超」とし

ましたが、2020 年策定の人口ビジョンでは、「55 万人～60 万人超」と、約１割減の目標

となりました。 

○パターン Eのように、仮に合計特殊出生率が 2040年に「2.07」に上昇し、年 3,000人

超の社会増を実現した場合、2060年に約61万人の人口を確保することができると推計

されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ▼合計特殊出生率の実績値と仮定値 

 

 

   ▼社会増減の実績値と仮定値 

 

 

 

   ▼シミュレーションの概要 

 

 

 

 

 

 

 

  

426,379

520,129

544,200

574,423

613,921
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2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

パターンA

パターンB

パターンC

パターンD

パターンE

（人） 

約１割減 

２０１５年策定版 

今回 55 万人～60 万人超 

60 万人～65 万人超 
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（人）

パターン 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

趨勢人口 73,019 69,157 65,166 61,124 57,015 52,841 48,798 44,993 41,375 37,856

A 73,019 69,157 65,949 63,307 60,513 57,468 54,509 51,683 48,973 46,296

B 73,019 69,157 65,949 63,307 61,101 59,089 57,075 55,127 53,246 51,338

C 73,019 69,157 65,949 63,525 61,901 60,387 58,840 57,359 55,949 54,513

D 73,019 69,157 65,949 63,525 62,443 62,496 62,387 62,249 62,101 61,831

パターン 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

趨勢人口 1.57 1.69 1.67 1.68 1.69 1.70 1.72

A 1.57 1.56 1.8 1.89 1.98 2.07

B 1.57 1.69 1.8 1.89 1.98 2.07

C 1.57 1.69 1.8 2.07

D 1.57 1.69 1.8 2.07

パターン 15～’20 20～’25 25～’30 30～’35 35～’40 40～’45 45～’50 50～’55 55～’60

趨勢人口 △2,490 △2,779 △ 2,890 △ 3,032 △ 3,254 △ 3,104 △ 2,927 △ 2,798 △ 2,756

A △2,490 △2,594 △ 2,638 △ 2,795 △ 3,042 △ 2,956 △ 2,826 △ 2,707 △ 2,673

B △2,490 △2,594 △ 2,638 △ 2,775 △ 3,050 △ 3,048 △ 2,982 △ 2,916 △ 2,940

C △2,490 △2,594 △ 2,420 △ 2,655 △ 3,067 △ 3,100 △ 3,032 △ 2,955 △ 2,992

D △2,490 △2,592 △ 2,418 △ 2,634 △ 3,054 △ 3,214 △ 3,246 △ 3,255 △ 3,374

パターン 15～’20 20～’25 25～’30 30～’35 35～’40 40～’45 45～’50 50～’55 55～’60

趨勢人口 △ 1,368 △ 1,213 △ 1,150 △ 1,079 △ 917 △ 937 △ 879 △ 820 △ 765

A △ 1,368 △ 611 0 0 0 0 0 0 0

B △ 1,368 △ 611 0 572 1,036 1,036 1,035 1,037 1,036

C △ 1,368 △ 611 0 1,036 1,554 1,554 1,554 1,554 1,554

D △ 1,368 △ 611 0 1,554 3,108 3,108 3,108 3,108 3,108

４ 徳島県の人口シミュレーションに準拠した阿南市の人口シミュレーション 

 

○社人研推計準拠によると、2060 年の総人口は約 37,000 人まで減少すると推計されま

す。 

○徳島県に準拠した場合、上限はパターン D、下限はパターン B と推定されます。2060年

の人口については、パターン Dが約 61,000人、パターン Bが約 51,000人と推計され

ます。 
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徳島県に準拠した場合の上限は桃色、下限は黄色 
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区分 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 目標人口 H27比

 出生率 1.57 1.80 1.89 1.98 2.07

 社会増減 △178人/年

46,000人

超
63.0%

均衡

区分 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 目標人口 H27比

 出生率 1.57 1.69 1.80 1.89 1.98 2.07

 社会増減 △178人/年 均衡 572人/年 1,036人/年

51,000人

超
69.8%

区分 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 目標人口 H27比

 出生率 1.57 1.69 1.8 2.07

 社会増減 △178人/年 均衡 1,036人/年 1,500人/年

55,000人

程度
75.3%

Ⅵ 人口ビジョン（戦略人口）の検討 
 

○ここでは、趨勢人口をベースに、今後の人口政策の効果を見込みつつ、新たな将来人口

シミュレーションを行います。 

○シミュレーションは、県の将来人口の推計方法に準じて、移動に関する３つのシナリオと出

生に関する２つのパターンの組合わせにより、３パターンの推計を行います。 

 
 
 

現実的なシミュレーション 

 パターン A 

 

 

 

 

徳島県の人口ビジョンに準拠 （最下段） 

 パターン B 

 

 

 

 

徳島県の人口ビジョンに準拠 （中段）  ※阿南市人口ビジョン（2016 年策定版）とほぼ同じ 

 パターン C 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

目標から△17,000 人 

目標から△12,000 人 

目標から△8,000 人 

阿南市人口ビジョン（20１６年策定版） 
2060 年に 63,000 人超を目指す 
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Ⅶ 人口の将来展望 
 

１ 戦略人口 

 

ここまでの各種シミュレーションの結果などを踏まえ、徳島県の人口ビジョンに準拠しており、 

また、実現性の高い、前記パターンＢの確保を目標とします。 

下のグラフは、本市の将来推計人口と第２期阿南市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下

「第２期総合戦略」という。）を策定する上での目標人口を示したグラフです。 

第２期総合戦略では、合計特殊出生率の向上や定住・転入促進などを図るための総合的な

施策を展開することにより、人口減少を抑制し、２０３０年に６３，０００人、２０６０年に５１，０００

人超を維持することを目指します。 
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     戦略人口の年齢３区分別人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①年少人口 

〇0～14歳の年少人口比率は、2015年の 12.8％から一旦は 11.3％にまで減少するも

のの、合計特殊出生率の上昇により、2060 年には 12.0％にまで増加することを目指

します。 

➁生産年齢人口 

○15～64 歳の生産年齢人口については、バランスの取れた「持続可能な人口構造」の実

現に向け、2060年には 48.6％を目指します。 

③老年人口 

○高齢者人口は、2045年をピークに、2060年に 39.4％程度を目指します。  
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（人）

※推計値 

人口 2015年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年

0～14歳 9,366 8,351 7,162 7,092 6,573 6,153

15～64歳 41,284 37,813 33,842 29,767 26,684 24,972

65歳以上 22,369 22,993 22,303 22,230 21,870 20,213

計 73,019 69,157 63,307 59,089 55,127 51,338

構成比 2015年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年

0～14歳 12.8% 12.1% 11.3% 12.0% 11.9% 12.0%

15～64歳 56.5% 54.7% 53.5% 50.4% 48.4% 48.6%

65歳以上 30.6% 33.2% 35.2% 37.6% 39.7% 39.4%

計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%
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２ 戦略人口に基づく将来展望 

 

（１）年齢構造の視点からの展望 

①未就学の子ども数 

○様々な子育て支援策は、戦略人口達成の前提となる転入超過や合計特殊出生率の上

昇を実現するための有効な手段の一つであり、また、その結果として出現する未就学の

子ども数に応じた対応施策でもあります。 

○未就学の子ども数は、少子化対策を行っても、今後は現状の７０％～80％程度となる

ものの、子育て支援へのニーズは一層多様化し、大きく縮小することは想定しづらく、今

後も少子化対策の観点からの取組が重要になってきます。 
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未就学の子ども数（2015＝100） 

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

3,400 2,933 2,598 2,417 2,242 2,029 1,804 1,610 1,470 1,351

3,400 2,933 2,787 2,771 2,749 2,689 2,526 2,394 2,349 2,344

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

100.0 86.3 76.4 71.1 65.9 59.7 53.1 47.4 43.2 39.7

100.0 86.3 82.0 81.5 80.9 79.1 74.3 70.4 69.1 68.9

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

4.7% 4.2% 4.0% 4.0% 3.9% 3.8% 3.7% 3.6% 3.6% 3.6%

4.7% 4.2% 4.2% 4.4% 4.5% 4.6% 4.4% 4.3% 4.4% 4.6%

（単位：人）

趨勢人口

戦略人口

趨勢人口

戦略人口

変化指数

趨勢人口

戦略人口

構成比
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➁小・中学生数 

○小・中学生数については、2030年までに2015年の７3％程度の水準まで急激に縮小

し、その後は少子化対策の効果等により、横ばいから微減傾向で推移するものと想定

されます。 

○今後は、保護者・地域住民と教育上の課題やビジョンを共有し、理解を得ながら小・中

学校施設の統廃合も視野に入れ、教育の充実を図る対応が求められます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

小・中学生数（2015＝100） 

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

5,966 5,418 4,747 4,141 3,779 3,530 3,232 2,893 2,575 2,325

5,966 5,418 4,788 4,391 4,378 4,403 4,358 4,179 3,934 3,809

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

100.0 90.8 79.6 69.4 63.3 59.2 54.2 48.5 43.2 39.0

100.0 90.8 80.3 73.6 73.4 73.8 73.0 70.0 65.9 63.8

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

8.2% 7.8% 7.3% 6.8% 6.6% 6.7% 6.6% 6.4% 6.2% 6.1%

8.2% 7.8% 7.3% 6.9% 7.2% 7.5% 7.6% 7.6% 7.4% 7.4%

趨勢人口

戦略人口

構成比

戦略人口

変化指数

趨勢人口

戦略人口

（単位：人）

趨勢人口
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③20～30 代の人口 

○今後、少子化対策や若者を主体とする人口転出抑制策を講じることを前提にしても、急

速に 20～30 代の人口の減少を押しとどめることは難しく、減少の一途を辿ることが想

定されます。 

○20～30 代は、出産の観点から比較的大きな出生率が期待される年代であり、この年

代の転入を促進するとともに、できるだけ多い時代に合計特殊出生率を上昇させること

が、少子化対策の一つの鍵になってきます。 

 
 
 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

20～30 代の人口（2015＝100） 

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

13,979 12,415 11,304 10,598 9,843 8,775 7,807 6,968 6,270 5,733

13,979 12,415 11,403 10,882 10,377 9,562 8,950 8,522 8,288 8,298

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

80.7 71.6 65.2 61.2 56.8 50.6 45.0 40.2 36.2 33.1

80.7 71.6 65.8 62.8 59.9 55.2 51.6 49.2 47.8 47.9

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

19.1% 18.0% 17.3% 17.3% 17.3% 16.6% 16.0% 15.5% 15.2% 15.1%

19.1% 18.0% 17.3% 17.2% 17.0% 16.2% 15.7% 15.5% 15.6% 16.2%

趨勢人口

戦略人口

戦略人口

変化指数

趨勢人口

戦略人口

構成比

（単位：人）

趨勢人口
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④生産年齢人口（15～64 歳） 

○消費面、生産面からその多くを担うことが期待される生産年齢人口については、人口規

模の縮小に伴い、長期的にも縮小傾向で推移する見通しです。 

○人口構造の観点からは、2015 年の 56.5％から 2060 年には 49％程度にまで減少

するものと想定されます。 

○今後は、地域における雇用の創出を図るとともに、経済規模の縮小を抑制するためにも

生産性の向上についても力を入れていくことが重要です。 
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生産年齢人口（2015＝100） 

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

41,284 37,813 35,288 32,952 30,455 27,143 24,403 22,146 20,300 18,543

41,284 37,813 35,601 33,842 32,123 29,767 27,984 26,684 25,834 24,972

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

100.0 91.6 85.5 79.8 73.8 65.7 59.1 53.6 49.2 44.9

100.0 91.6 86.2 82.0 77.8 72.1 67.8 64.6 62.6 60.5

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

56.5% 54.7% 54.2% 53.9% 53.4% 51.4% 50.0% 49.2% 49.1% 49.0%

56.5% 54.7% 54.0% 53.5% 52.6% 50.4% 49.0% 48.4% 48.5% 48.6%

趨勢人口

戦略人口

戦略人口

変化指数

趨勢人口

戦略人口

構成比

（単位：人）

趨勢人口
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⑤高齢者人口（65 歳以上） 

○高齢者人口は、2020 年をピークにその後横ばいとなることが想定されますが、人口構

造における高齢化率については 2015 年の 30.6％から上昇傾向で推移し、2050～

2055年に 39.7％程度でピークを迎えるものと想定されます。 

○既にアクティブシニア世代とも呼ばれる団塊の世代は高齢者に含まれており、人生 100

年時代を見据え、こうした比較的元気な高齢者に一人でも多く活躍していただくことが、

人口減少期における都市の活性化には不可欠と考えられます。 
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高齢者人口（2015＝100） 

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

22,369 22,993 22,533 21,614 20,539 20,139 19,359 18,344 17,030 15,637

22,369 22,993 22,773 22,303 21,851 22,230 22,207 21,870 21,129 20,213

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

100.0 102.8 100.7 96.6 91.8 90.0 86.5 82.0 76.1 69.9

100.0 102.8 101.8 99.7 97.7 99.4 99.3 97.8 94.5 90.4

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

30.6% 33.2% 34.6% 35.4% 36.0% 38.1% 39.7% 40.8% 41.2% 41.3%

30.6% 33.2% 34.5% 35.2% 35.8% 37.6% 38.9% 39.7% 39.7% 39.4%

趨勢人口

戦略人口

戦略人口

変化指数

趨勢人口

戦略人口

構成比

（単位：人）
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（２）介護・医療ニーズの視点からの展望 

①介護ニーズ 

○介護ニーズについては、当面の高齢者人口の増加や高齢者の高齢化等により今後も

増大し、2030 年に現状の 118％程度の水準でピークを迎え、その後 2060 年までほ

ぼ横ばいのニーズ量が見込まれます。 

○したがって、介護サービスについては、今後も長期的観点で施設・サービスの整備・充

実を図っていく必要があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

➁医療ニーズ 

○医療ニーズについては、今後は緩やかに縮小していくことが想定されます。 
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ニーズ指数は、日本医師会総合政策研究機構「地域の医療提供体制の

現状と将来－都道府県別・二次医療圏別データ集（2014年版）」を参考

に独自算出。
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医療ニーズ（2015＝100） 



38 

（３）将来展望のまとめ 

○戦略人口の達成に向けては、これまでの取組の成果と課題を踏まえ、引き続き、人口減

少・地域経済縮小の抑制や地域活性化に積極的に取り組むとともに、人口減少に適応し

た効率的・効果的なものに再構築するまちづくりを進める必要があります。 

 

○そうしたまちづくりを通じて、本市人口の減少を可能な限り抑えることにより、地域におけ

る消費の落ち込みを抑制し、雇用や労働力人口を確保し、地域経済・地域社会に対する

人口減少の影響を最小限に留めていくことが重要となります。 

 

○そのためには、本市における地域資源を発掘し、質を高める取組や地域の活力を生み出

すための取組も重要になってきます。 

 

○ＳＤＧｓの理念を市民と共有し、誰もが将来にわたり安心して住み続けることができる持続

可能なまちづくりを進めるためには、戦略人口を達成するための地方創生の取組を「総合

戦略」として明らかにし、その着実な遂行を図っていくこととします。 
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（４）目指すべき方向性 

本市では、合計特殊出生率の上昇並びに社会増を図ることにより、長期的視点から人口減

少の抑制を図ることとし、目指すべき戦略人口実現のための基本的取り組みの方向性は次の

ものです。 

 

１．新たな雇用を生み出す経済の活性化 

四国横断自動車道等の開通を見据え、関係団体や事業者とも連携して農林水産業・商工

業の振興を図るとともに、新産業の創出や企業立地を推進し、雇用の拡大に努めます。 

また、新たな観光振興や中心市街地の活性化を図り、移住・定住の促進や関係・交流人口

の拡大につなげ、地域の活力を創出します。 

 

２．未来の宝である子どもを安心して産み育てることができる社会の構築 

「出会い」「結婚」「出産」「子育て」とそれぞれのステージに対応した切れ目のない支援体

制を充実させることにより、合計特殊出生率の上昇と、若い人たちが、夢や希望を持って暮

し、働くことができるまちづくりを目指します。 

 

３．次世代につなげる「持続可能」な生涯チャレンジ都市の実現 

誰もが安心して健康で快適に暮らせる生活環境の整備と、適切な行政サービスの提供よ

り、誰もが住み慣れたまちで暮らし続けることができるまちづくりを進めます。 

また、多様な産業の成長・発展を基盤に、子どもから高齢者まで、市民一人ひとりが自分

らしさや生きがいを発見し、生涯にわたり主体的に何度も挑戦し、健康で活躍できる地域社

会を実現します。 
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